
平成２２年度第２回大分県行財政改革推進委員会 主な意見

行政とＮＰＯ・企業等とのパートナーシップについて

○行政が本来すべきことでも、縮小しなければならないところもあると思うので、少

ない行政コストで、効率的に隅々まで効果を出すためには、ＮＰＯや地域の方々の協

力を得たほうがよい。

○行政、企業、ＮＰＯ、地元の方が協働できるような出会いの場を作っていく必要が

ある。また、協働することによって、地域で物もお金も循環させるような仕組みが作

れないか。

○本当にその地域のことを考えている「キーマン」を捜すことが重要。そして、そう

いう方が活躍できるような環境作りをすべきではないか。

○ＮＰＯも、もっと新しい専門の領域を持つことが大事ではないか。県もそれをきち

んと評価基準として持つべきではないか。

○協働を進める際に、市町村にも呼びかけをして、取り組んでいく必要があるのでは

ないか。


